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北本市葬儀場等の設置等に関する指導要綱 

令和３年３月３１日 

告示第４８号 

（目的） 

第１条 この告示は、北本市開発行為等の指導に関する要綱（平成１５

年告示第２２０号。以下「市開発指導要綱」という。）に定めるもの

のほか、市内における葬儀場等の設置等に伴う紛争を未然に防止する

ため、その設置等及び管理について必要な事項を定め、事業者及び近

隣住民等の双方に理解と協力を要請し、もって、良好な生活環境を確

保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

⑴ 葬儀場等 業として葬儀を行うことを主たる目的とした集会施設

（宗教施設、ホテル等を除く。）、遺体を保管し、若しくは保存す

るための作業等を行う施設（病院その他医療施設を除く。）又はこ

れらを併設する施設をいう。 

⑵ 葬儀場等の設置等 葬儀場等の新築若しくは増築又は既存の建築

物の用途を変更して葬儀場等にすることをいう。 

⑶ 事業者 葬儀場等の設置等をする者をいう。 

⑷ 近隣住民等 葬儀場等の敷地境界線から水平距離が５０メートル

を超えない範囲内の土地の所有者並びに当該土地にある建築物の所

有者、管理者及び居住者並びにその範囲に存する自治会の長をいう。 

⑸ 紛争 葬儀場等の設置に伴う住環境又は生活環境（以下「住環境

等」という。）に関する紛争をいう。 

（事業者等の責務） 

第３条 事業者は、葬儀場等の施設整備及びその管理運営による近隣住

民等の住環境等に及ぼす影響に十分配慮するとともに、良好な近隣関

係を築くよう努めるものとする。 

２ 事業者は、葬儀場等の施設整備及びその管理運営に際し、近隣住民

等と紛争が生じたときは、自らの責任において誠意をもって解決する



- 2 - 

よう努めるものとする。 

３ 事業者及び葬儀場等の工事を施行する者は、葬儀場等の設置等に係

る公害等の問題について、事前に近隣住民等と調整を図るよう努める

ものとする。 

４ 近隣住民等は、事業者から第７条に規定する説明の申出があった際

には、誠意をもって応じるよう努めるとともに、良好な近隣関係を築

くよう努めるものとする。 

（葬儀場等に係る施設整備事項及び管理運営事項） 

第４条 事業者は、葬儀場等の設置等に当たっては、当該葬儀場等が次

の各号に掲げる事項に適合するよう努めるものとする。 

⑴ 敷地が幅員６メートル以上の通り抜け道路に接すること。 

⑵ 葬儀関係車両を当該葬儀場等の近隣の公道及び私道（事業者が所

有等するものを除く。）に停留しないこと。 

⑶ 葬儀関係者及び会葬者が駐車又は停車をすることができる場所を

設けること。 

⑷ 敷地内に廃棄物保管場所を設置すること。 

⑸ 施設の外観、色彩等を周辺の住環境等及び景観に配慮したものと

し、埼玉県景観計画に定める景観形成基準に適合させること。 

⑹ 敷地内に住環境等に配慮するための緑化を施すこと。 

⑺ 周辺の道路状況により、交通渋滞を来すおそれがある場合には、

葬儀に参列する者に対し、自動車による来場を自粛するように呼

びかけるとともに、交通整理員等の適正な配置その他交通事故の

防止に資する措置を講ずること。 

⑻ 葬儀場等の管理運営に伴う騒音又は焼香等の臭気が、近隣住民等

の住環境等に支障を及ぼさないよう防音対策及び防臭対策を講じ

ること。 

⑼ 血液、体液等が付着した布その他の廃棄物及び洗浄水等について、

適切な処理を行うこと。 

⑽ 葬儀場等の設置後においても、その管理運営を適切に行うととも

に、近隣住民等から管理運営についての苦情があったときは、近

隣住民等と十分に協議し、速やかに必要な措置を講ずること。 
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（葬儀場等の設置等に関する事前協議） 

第５条 葬儀場等の設置等をしようとする者は、葬儀場等の設置等事前

協議申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出し、

その内容について別表に定める関係主管課と協議を行い、市長の承認

を受けなければならない。 

⑴ 葬儀場等設置等計画概要書（様式第２号） 

⑵ 案内図 

⑶ 公図の写し 

⑷ 敷地面積計算書及び建築面積計算書 

⑸ 土地利用計画図及び配置図 

⑹ 各階平面図、２面以上の立面図及び断面図 

２ 市長は、前項の承認をしたときは、速やかに、当該申請者に対し、

葬儀場等の設置等協議・承認済通知書（様式第３号）を交付するもの

とする。 

３ 第１項の規定は、葬儀場等の設置等に係る事業が市開発指導要綱の

対象事業に該当する場合には、適用しない。この場合において、当該

事業に係る市開発指導要綱第６条第１項に規定する申請に当たっては、

同項各号に掲げる申請書類等のほか、葬儀場等設置等計画概要書（様

式第２号）を添付しなければならない。 

（標識の設置） 

第６条 事業者は、前条第１項に規定する申請又は市開発指導要綱第６

条第１項に規定する申請をしたときは、葬儀場等設置等計画のお知ら

せ（様式第４号）を設置し、速やかに標識設置届出書（様式第５号）

により市長に届出するものとする。この場合において、その設置され

た葬儀場等設置等計画のお知らせは、北本市中高層建築物の建築に係

る指導基準の第４標識の設置に規定する標識とみなす。 

２ 前項の標識の設置期間は、北本市中高層建築物の建築に係る指導基

準の規定にかかわらず、葬儀場等の営業（葬儀場等を賃借する者が営

業する場合を含む。）を開始する日の前日までとする。 

（近隣住民等への説明） 

第７条 事業者は、前条第１項に規定する標識を設置した日以後速やか
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に近隣住民等に対し、葬儀場等の設置等の計画の内容を説明会又は戸

別訪問等の方法により説明するとともに、その理解を得られるよう努

めるものとする。 

２ 事業者は、前項に規定する説明会を開催するときは、その開催を予

定する日時及び場所を定め、当該説明会の開催を予定する日の１週間

前までに近隣住民等に対して周知しなければならない。 

３ 事業者は、前２項の規定により葬儀場等の設置等の計画の内容を説

明したときは、その状況について、速やかに、近隣住民等説明報告書

（様式第６号）（当該事業が市開発指導要綱の対象事業に該当する場

合にあっては、市開発指導要綱に規定する隣接関係者等説明報告書

（様式第１０号））により市長に報告しなければならない。 

（近隣住民等との協定） 

第８条 事業者は、近隣住民等から求めがあったときは、葬儀場等の設

置等について、近隣住民等と協定を締結するよう努めるものとする。 

（葬儀場等設置等計画の変更） 

第９条 事業者は、第５条第１項の規定により作成した葬儀場等設置等

計画概要書を変更しようとするときは、速やかに、葬儀場等の設置等

事前協議変更申請書（様式第７号）（当該事業が市開発指導要綱の対

象事業に該当する場合にあっては、市開発指導要綱に規定する事前協

議変更申請書（様式第５号））を市長に提出しなければならない。こ

の場合において、第６条第１項に規定する標識設置届出書又は第７条

第３項に規定する説明報告書に添付した図書の記載に変更があるとき

は、変更後の図書を提出しなければならない。 

２ 事業者は、前項に規定する変更申請書を提出した日以後速やかに、

近隣住民等に対して、その変更事項について説明しなければならない。

ただし、近隣住民等の住環境等に及ぼす影響が軽減される場合はこの

限りでない。 

３ 事業者は、葬儀場等の設置等事前協議申請書を取り下げる場合は、

葬儀場等の設置等事前協議申請取下届（様式第８号）（当該事業が市

開発指導要綱の対象事業に該当する場合にあっては、市開発指導要綱

に規定する事前協議申請取下届（様式第６号））を市長に提出しなけ
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ればならない。 

４ 事業者は、第５条第２項に規定する葬儀場等の設置等協議・承認済

通知書が交付された後に、当該葬儀場等の設置等を取りやめる場合は、

葬儀場等の設置等取りやめ届（様式第９号）（当該事業が市開発指導

要綱の対象事業に該当する場合にあっては、市開発指導要綱に規定す

る事前協議取りやめ届（様式第７号））を市長に提出しなければなら

ない。 

（紛争相談） 

第１０条 事業者及び近隣住民等は、当事者間において紛争が発生し、

その解決の見込みがないときは、市長に相談を申し出ることができる。 

２ 前項の相談を申し出ようとする者は、相談申出書（様式第１０号）

を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の申出があった場合は、当事者から事情聴取等を行

い、又は当事者に対し、必要な資料の提出を求め、若しくは助言等を

行うことにより、紛争の解決に努めるものとする。 

４ 市長は、紛争の解決の見込みがないときは、相談を打ち切ることが

できる。 

（事業者の承継） 

第１１条 事業者の相続人その他の一般承継人又は葬儀場等を譲り受け

た者は、第８条に規定する協定を締結した事業者の地位を承継する。

この場合において、当該承継をした者は、遅滞なく、承継届出書（様

式第１１号）を市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定め

る。 

 

附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２８日告示第４３号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表（第５条関係） 

葬儀場等の設置等事前協議関係主管課一覧 

関係主管課 協議事項 

くらし安全課 第４条第２号、第３号及び第７号に掲げる事項 

環境課 第４条第４号、第８号及び第９号に掲げる事項 

都市計画課 第４条第５号及び第６号に掲げる事項 

建築開発課 第４条第１号及び第１０号に掲げる事項 

備考 

１ 事前協議の受付窓口は、建築開発課です。 

２ 提出部数については、関係主管課につき１部必要です。 

 


